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これまでの貧困へのアプローチと限界 

• 特別養護老人ホーム 

• 養護老人ホーム等 高齢者の貧困 

• 障害者福祉施設 

• 自立支援医療等 
障害者の貧困 

• 就学援助 

• 児童養護施設等 子どもの貧困 

• 雇用保険・・・？ 

• 派遣村前は対応薄い 
稼働層の貧困 
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貧困を他の領域別で対処 
だが、その改革が貧困対策

とは逆ベクトル 
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貧困問題に対する創造的実践～釧路・埼玉の例 
全国の動向 埼玉市 ほっとプラス 釧路市 生活保護 

 自立支援プログラム 

2002 ホームレス自立 
 支援法成立 
2004 生活保護あり方 
 専門家委員会報告 
2005 生活保護自立支援 
 プログラム開始 
2008 派遣切り問題 
 年越し派遣村開設 
2010 Personal Support  
  Serviceモデル事業 
2013 生活困窮者自立 
 支援法案 

2002 東京ホームレス 
 （HL）支援 
2004 さいたま市でHL 
 支援組織 
2006 ほっとポット設立 
 ホームレス支援 
2011 ほっとプラス設立 
 生活困窮者全般の支援 

2004 母子世帯自立支援 
 プログラム・モデル事業 
 ボランティア・学習支援 
2006 保護世帯全体への 
 プログラムの実施 
 公園清掃等の中間的就労 
 NPOや企業・施設と連携 
2013 一般社団 釧路社 
 会的企業創造協議会 
 相談支援・中間的就労 

民間からの 
創造的実践 

公民協働の 
創造的実践 3 

貧困領域で創造的実践が求められる背景 
• 創造的実践 創造＝新しく作り出す事＋実践＝ミクロ～マクロまでのSW（事業政策形成含む） 

• 制度・政策レベル（例） 

 ①ホームレス支援    ・・・近年までほとんど放置 → 民間の「先駆的・開拓的事業」 

   例）ほっとプラス、もやい、北九州ホームレス支援機構等 → Personal Support Serviceへ 

 ②自立支援プログラム・・・それまで、CW困難(人員・専門)・稼働層排除・生業扶助なし等 

   → 自立支援プログラムで組織対応 →国の「モデル事業」  例）釧路市、板橋区 

• 対人レベル 

 ①貧困問題＝複数・多領域・複雑問題 例）住宅、借金、虐待、障害手帳無し、学習困難等 

 ②制度・政策がない・対応してくれない   例）ホームレスの生活保護利用困難等 

 ③福祉分野・福祉分野外の各種機関、地域団体等との連携・ネットワーク ＝ 地域性 

4 個別性、地域性、人の関わり等の差異で、実践のあり方は多様 

生活困窮者自立支援法（案）の新事業等 

1．必須事業 

○ 福祉事務所設置自治体は、「自立相談支援事業」を実施する。 

○ 離職により住宅を失った生活困窮者等に対し家賃相当の「住居確保給付金」を支給 

2．任意事業 

・ 「就労準備支援事業」： 就労訓練を日常生活自立、社会生活自立段階から有期で実施 

・ 「一時生活支援事業」： 住居のない生活困窮者に一定期間宿泊場所や衣食の提供等 

・ 「家計相談支援事業」： 家計に関する相談、家計管理に関する指導、貸付のあっせん等 

・ 生活困窮家庭の子どもへの「学習支援事業」他生活困窮者の自立の促進に必要な事業 

3．就労訓練事業（いわゆる「中間的就労」）の認定 
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自立相談支援事業の内容 

6  出典）HIT（2013）『生活困窮自立促進プロセス構築モデル事業統括委員会報告』 



相談支援センターの設置形態① 
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出典）HIT（2013）『生活困窮自立促進プロセス構築モデル事業統括委員会報告』 

相談支援センターの設置形態② 

8 
出典）HIT（2013）『生活困窮自立促進プロセス構築モデル事業統括委員会報告』 

生活困窮者支援のさらなる領域拡大？ 

生存権の保障 
生活保護の利用 

雇用の安定 

労働条件の悪化 
 
・高い失業率 
・雇用の流動化 
・非正規労働増 
 等 

生活保護利用条
件の厳格化 
 
申請時の書類・
扶養義務の強化 
就労指導の強化 
等 

生活困窮者支援
の拡大 

生活保護法改
正法案 

TPP 

派遣労働拡大 

生活保護基準
の切り下げ 
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貧困領域における 
  創造的実践のために 

創造的
実践 

分野を 

問わない 

相談支援 
ニーズ 

⇒ アセスメ
ント 

当事者主体 

福祉専門職 

協働作業 

コ・プロダ
クション 

関係機関・
団体との 

協働 

貧困問題 

を解決する
意志と努力 
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•人材養成 

 ソーシャルアクションまで
を含むSWのできる専門
職の養成 

•資金の確保 

 特に、民間資金 

• コミュニケーション 

 当事者はもとより、多分
野・多職種の人・組織 
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